指定市町村事務受託運営規程

○社会福祉法人登米市社会福祉協議会

指定市町村要介護認定等調査事務受
託運営規程

平成２０年４月１日制定
平成２４年８月１日改正

（事業の目的）
第１条 社会福祉法人登米市社会福祉協議会(以下「本会」という。)が行う指定市町村事務受託事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護認定を受けようとする被保険者に対し、当該事務を適性に実施することを目的とする。

（運営の方針）
第２条 本会会長は、要介護認定を受けようとする申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査をさせるものとする。

（事務所の名称等）
第３条　調査事務を実施する事務所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

（１）名　称　 登米市社協中田居宅介護支援事業所
所在地　 宮城県登米市中田町上沼字西桜場１８番地

（２）名　称　 登米市社協米山居宅介護支援事業所

所在地　 宮城県登米市米山町西野字古舘廻８番地

（３）名　称　 登米市社協石越居宅介護支援事業所

所在地　 宮城県登米市石越町南郷字新石沢前４７番地３
（職員の職種、員数及び職務内容）
第４条　事務所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。

（１）登米市社協中田居宅介護支援事業所
　　　・管理者兼介護支援専門員　１名（常勤職員）

　　　　　管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行なう。

　　　・介護支援専門員　５名（常勤職員５名）

　　　　　介護支援専門員は、要介護認定の調査に当る。
（２）登米市社協米山居宅介護支援事業所
　　　・管理者兼介護支援専門員　１名（常勤職員）

　　　　　管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行なう。

　　　・介護支援専門員　４名（常勤職員４名）

　　　　　介護支援専門員は、要介護認定の調査に当る。
（３）登米市社協石越居宅介護支援事業所
　　　・管理者兼介護支援専門員　１名（常勤職員）

　　　　　管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行なう。

　　　・介護支援専門員　５名（常勤職員４名、非常勤職員１名）

介護支援専門員は、要介護認定の調査に当る。

（営業日及び営業時間）
第５条　事務所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。

（１）営業日　月曜日から金曜日までとする。ただし、祝日、１月２・３日及び

１２月２９・３０・３１日を除く。
（２）営業時間　午前８時３０分から午後５時１５分までとする。

（受託事務の実施方法及び内容）
第６条　認定調査を行う介護支援専門員は、都道府県又は指定都市が実施する認定調査に関する研修（認定調査員研修）を修了した者で、「認定調査票記入の手引き」にのっとった認定調査票を用いて、認定調査の対象者に関する認定調査を実施する。

（通常の事業の実施地域)

第７条　通常の事業の実施地域は、登米市内とする。

（秘密保持等）
第８条　職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
２　本会会長は、職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じなければならない。

（事故発生時の対応)

第９条　本会会長は、受託事務の実施により事故が発生した場合には、速やかに委託をしている市町村、受託事務に係る被保険者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

（勧誘等の禁止）

第10条　要介護認定調査事務に係る本会の役員又は職員は、調査を実施した被保険者に対して特定の居宅サービス事業者等による居宅サービス等を利用すべき旨等の勧誘、指示等を行ってはならない。

（苦情処理 )

第11条　本会会長は、自ら実施した受託事務に対する照会等対象者又は受託事務に係る被保険者若しくはその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。

２　前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しなければならない。

（記録の整備）
第12条　本会会長は、職員及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

２　本会会長は、受託事務の実施に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保持しなければならない。

（１）実施した受託事務の内容等の記録

（２）第１１条第２項に規定する苦情の内容等の記録

（３）第９条 第１項 に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（その他運営に関する重要事項）

第13条　介護支援専門員の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。

（１）採用時研修　　採用後１ヵ月以内

（２）継続研修　　　１回

２　本会会長は、受託事務を行う場合においては、当該職員に身分を証する書類を携行させ、これを提示すべき旨を指導しなければならない。
３　この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、本会会長が定めるものとする。
　　附　則

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。
　　附　則

この規程は、平成２４年８月１日から施行する。
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